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2はじめに

◼ 現在、応札不足への対応については、市場競争環境の改善（取引スケジュールの変更等）や調整力の効率的な
調達（調整力必要量の在り方等）といった観点から、様々な検討を行っている。

◼ このため、全体最適な取り組みとするには、個別案件の深掘り検討に加え、システム改修スケジュールを含めた全体
スケジュールを整理した上で、対応を行っていく必要があるところ。

◼ 今回、個別案件の深掘りとして「取引スケジュール変更」、およびシステム改修スケジュールを含めた全体スケジュール
について検討を行ったため、ご議論いただきたい。



3（参考）需給調整市場における検討課題について

出所）第36回需給調整市場検討小委員会（2023年3月2日）参考資料1をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_36_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_36_haifu.html


4（参考）第34回本小委員会（2022年12月14日）

出所）第34回需給調整市場検討小委員会（2022年12月14日）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_34_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_34_haifu.html


5（参考）第35回本小委員会（2023年1月24日） ～取引スケジュールの変更～

出所）第35回需給調整市場検討小委員会（2023年1月24日）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_35_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_35_haifu.html


6（参考）第34回本小委員会（2022年12月14日） ～応札不足対応の方向性～

出所）第34回需給調整市場検討小委員会（2022年12月14日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_34_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_34_haifu.html
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9応札不足への取り組みについて

◼ 応札不足解消への取り組みは、応札事業者の観点からみた「市場の競争環境の改善」、および調整力を調達する
一般送配電事業者の観点からみた「調整力の効率的な調達」の両方の側面から取り組んでいく必要がある。

◼ この点について、「市場の競争環境の改善」としては、「取引スケジュールの変更」・「連系線利用枠の拡大」、および
「商品要件の緩和」について検討を進めている。

◼ また、 「調整力の効率的な調達」 としては、「複合約定ロジックの開発」・「調整力必要量の在り方」、および「ブロック
時間の30分化」について検討を進めているところ。

市場の
競争環境

柔軟性（くし形系統）

・連系線利用枠拡大

効率性（新規参入）

・商品要件緩和

確実性（かつ透明性）

・取引スケジュール変更

応札
不足

調達
不足

安定供給への支障競争不足による
調達価格の高騰

継続すると

事業者
行動

セーフティネット活用
（余力活用）

市場外調達による
不透明性

効率的な
調達

効率性
・複合約定ロジック
・必要量の在り方
・ブロック時間30分化



10現在検討を行っている項目

◼ 現在、これら対策を同時並行で行っていることから、個別対策の深掘り検討に加え、需給調整市場システム（以降、
MMS）の改修が輻輳しており、優先順位を考えた上で、全体スケジュールを整理する必要があるところ。

◼ このため「取引スケジュール変更（論点①）」および「システム改修の優先順位（論点②）」について検討を行った。

応札不足対応
導入目標
時期※1 概 要

市
場
競
争
環
境
の
改
善

取引スケジュール変更

（論点①）実務課題は何か
未定 週間取引から、前々日または前日取引へ変更

連系線利用枠拡大 未定
想定潮流を織り込むことで、需給調整市場で使用できる
連系線利用枠を拡大

商
品
要
件
緩
和

最低入札量見直し 2024年度 専用線の最低入札量を5MWから1MWへ変更

三次②応動時間見直し 2025年度 応動時間を45分から60分へ変更

機器個別・低圧アグリ 未定 機器個別計測による参入（本小委資料3参照）

ネガポジ単体リソースの参入 2023年度※2 リソース単体で最低入札量を満たす
ネガポジリソースのネガポジ型参入

アセスメント・ペナルティの見直し 2024年度※3 アセスメントⅡにおける金銭ペナルティの見直し

効
率
的
な
調
達

複合約定ロジック※4 2024年度
2024年度からの複合商品導入へ向けた対応
（本小委資料4-1参照）

調整力必要量の在り方 2023年度期中 調整力必要量（3σ）の見直し

ブロック時間30分化（一次～三次①） 未定 3時間単位から30分単位での調達へ変更

ブロック時間30分化（三次②） 2025年度 3時間単位から30分単位での調達へ変更

（論点②）
システム改修の
優先順位をどうするか

※1 本小委員会にて導入が決定した時期 ※4 一次～二次②市場システム含む※3 取引規程等の改定後に実施※2 出力変化量指令は2024年度から



11（参考）最低入札量の見直し

出所）第28回需給調整市場検討小委員会（2022年2月24日）資料3-1
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_28_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_28_haifu.html


12（参考）機器個別計測

出所）第32回需給調整市場検討小委員会（2021年9月26日）資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_32_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_32_haifu.html


13（参考）一次～三次①ブロック時間の見直し

出所）第28回需給調整市場検討小委員会（2022年2月24日）資料3-1
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_28_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_28_haifu.html


14（参考）三次②ブロック時間・応動時間の見直し

出所）第26回需給調整市場検討小委員会（2021年11月2日）資料4
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_26_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_26_haifu.html
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16（論点①）取引スケジュール変更 ～ 取引会員へのアンケート ～

◼ 第35回本小委員会でお示ししたとおり、取引スケジュールの変更（前日取引化）により一定の効果は期待できる
ものの、応札事業者のシステム面・業務面での制約等を含め更なる深掘りが必要としていたところ。

◼ このため、効果やシステム・業務面の制約等について深掘りを行うため、電力需給調整力取引所の取引会員のうち、
2023年2月時点で取引に参加している会員（以降、調整力提供者）に対し、資源エネルギー庁と共にアンケート
調査を実施した。

・調査対象
2月時点での取引会員 38社
（うち三次①取引実績のある会員：11社）

・回答数
19社
（うち三次①取引実績のある会員：10社）

・主な調査内容
Ⅰ 応札量算定における需給変動リスクへの影響
Ⅱ 応札価格算定方法への影響
Ⅲ システム改修時期および所要期間
Ⅳ 業務面（算定に要する時間）について
Ⅴ 前日取引における三次②との振り分け入札可否

【取引スケジュール変更に係る取引会員へのアンケート調査】



17Ⅰ．応札量算定における需給変動リスク等の計上について（１／２）

◼ 週間取引から前々日取引または前日取引に変更した場合の需給変動リスク等の計上については、大半の調整力
提供者において、前々日・前日ともにリスク低減効果はあるとの回答であった（なお、リスク低減効果なしの調整力
提供者は、週間取引においてもリスク計上をしていないため、低減効果なしとの回答であった）。

◼ 一方、一部の調整力提供者からはスポット取引前である前々日への変更の場合は、週間取引時と同様に未回収
固定費が残っているもののみの応札となるため、大幅なリスク低減効果は見込めないといった回答もあった。

◼ また、下表の項目以外では、一部の調整力提供者において、池容量の管理が必要な揚水発電機の応札リスクが
低減するといった回答があった。

項目 あり なし

需要想定 9社 2社

再エネ以外供給力 6社 3社

再エネ供給力 10社 0社

予備力 8社 1社

項目 あり なし

需要想定 9社 2社

再エネ以外供給力 7社 2社

再エネ供給力 10社 0社

予備力 9社 0社

【週間から前々日に変更した場合のリスク低減効果】 【週間から前日に変更した場合のリスク低減効果】

※未回答項目のある調整力提供者がいるため、合計は一致しない。



18Ⅰ．応札量算定における需給変動リスク等の計上について（２／２）

◼ 次に前々日と前日を比較した場合、大半の調整力提供者は前日の方がリスク低減効果が大きいとの回答であった。

◼ 特に、変動要素が比較的大きい、需要や再エネ供給力は、実需給に近いほど精度が高くなる（変動リスクが小さく
なる）ことから、そのリスク低減効果も大きくなる。また、上述のとおり、需要や再エネ供給力の変動リスクが小さくなる
ことに伴って、予備力に対してもリスク低減効果がある。

◼ こうした点を踏まえると、需給変動リスクの低減については、前日取引の方が効果は高いと考えられるのではないか。

項目 前々日、前日とも同じ 前日の方がリスク低減効果が大きい

需要想定 1社 8社

再エネ以外供給力 2社 6社

再エネ供給力 0社 8社

予備力 0社 8社

【前々日と前日を比較した場合のリスク低減効果】

※未回答項目のある調整力提供者がいるため、合計は一致しない。



19Ⅱ．価格算定への影響について

◼ 価格算定における考え方に関しては、週間から前々日に取引変更した場合、全ての調整力提供者が週間と同様、
または至近実績から想定との回答であった。これは、前々日であっても週間同様、価格指標となる卸電力市場約定
結果がないためと考えられる。他方で、至近実績については週間取引時点より取引対象日に近づいていることから、
確度は高いものになっているとも考えられ、価格適正化にはある程度寄与するとも考えられる。

◼ 他方で、週間から前日に取引変更した場合、殆どの調整力提供者がスポット市場実績または時間前市場想定を
参照するといった回答であり、こうした調整力提供者は価格の適正化が期待できる（一部の調整力提供者は、
週間と同様といった回答であり、これは水力を対象に未回収固定費のみを計上していることから、取引スケジュール
の変更に影響しないものであった）。

◼ こういったことから、価格算定の適正化については、前日取引の方が効果が高いと考えられるのではないか。

考え方 調整力提供者

週間と同様 5社

至近実績から想定 7社

SP実績参照 0社

時間前想定参照 0社

【週間から前々日に変更した場合の価格算定】 【週間から前日に変更した場合の価格算定】

考え方 調整力提供者

週間と同様 2社

至近実績から想定 2社

SP実績参照 5社

時間前想定参照 3社

・回答結果から4種類にカテゴライズしているものの、上2つ（黄）と下2つ（青）は実質的に同じ回答と考えられる。

※未回答項目のある調整力提供者がいるため、合計は一致しない。



20Ⅲ．システム面での対応について（１／２）

◼ 大半の調整力提供者が週間取引を前提としたシステム構築を行っており、スケジュール変更に伴い、システム改修は
必須といった状況である（前々日・前日共通） 。

◼ 現在、2024年度向けのシステム対応を行っていることから、システム改修の着手が可能となる時期については、大半
の調整力提供者が2024年度以降で対応可能との回答があった一方、2025年度以降といった回答もあった。

◼ また、改修期間に関しては、前々日取引の場合、1年程度の改修期間と回答した調整力提供者が多い一方で、
前日取引の場合、三次②の算定と同時に算定するため、より複雑なシステム改修となることが見込まれ、前々日の
場合と比べ、改修期間が長くなる傾向にあった。

時期・期間 調整力提供者

改修開始時期 2023年度 1社

2024年度 1社

2025年度以降 2社

改修期間 0.5年以上 3社

1年以上 5社

1.5年以上 1社

2年以上 0社

【週間から前々日に変更した場合】 【週間から前日に変更した場合】

時期・期間 調整力提供者

改修開始時期 2023年度 1社

2024年度 1社

2025年度以降 2社

改修期間 0.5年以上 1社

1年以上 6社

1.5年以上 1社

2年以上 1社

※未回答項目のある調整力提供者がいるため、合計は一致しない。



21Ⅲ．システム面での対応について（２／２）

◼ アンケート結果を踏まえ、システム改修の着手時期※1と改修に要する期間をもとに、対応が可能となる時期を算出
すると、前々日・前日ともに大半の調整力提供者は2026年度はじめから対応が可能になるものの、一部の調整力
提供者については2026年度途中からの対応となる。

◼ 一方で、後述するTSO側のシステムについては、2026年度はじめから対応可能となる見込み。

◼ このため、2026年度はじめからの対応が難しい調整力提供者を対象に、詳細な状況把握を行っていくこととしたい。

時期 調整力提供者

対応可能となる
時期の見込み※1

2023年度 0社

2024年度 3社（2社）

2025年度 4社

2026年度 2社（1社）

2027年度 0社

【週間から前々日に変更した場合】 【週間から前日に変更した場合】

時期 調整力提供者

対応可能となる
時期見込み※1

2023年度 0社

2024年度 1社

2025年度 5社

2026年度 3社（1社）

2027年度 0社

※1 所要期間のみをご回答いただいた調整力提供者は2024年度に着手する前提で算出

（ ）内は年度途中から対応可能となる調整力提供者の再掲

※未回答項目のある調整力提供者がいるため、合計は一致しない。



22Ⅳ．業務量（算定に要する時間）について（１／２）

◼ 前々日取引とした場合、応札量算定の元となる需給バランス策定から始める必要があり、過半数の調整力提供者
が3時間以上の比較的長時間の業務対応が必要であった。そのため、前々日FIT通知（16時）以降に業務開始
することも想定すると、約定（入札締切）時刻は相応に遅くする必要があると考えられる。

◼ 一方で、前日取引とした場合、既にスポット市場向けの需給バランス策定済みであることから、前々日と比較すると、
業務時間は短くなる傾向であり、過半数の調整力提供者は概ね3時間程度以内であった。ただし、この業務時間は
三次①のみを対象としており、2024年度からは一次～二次②が追加され、また三次②入札対応と並行した業務に
なることから、回答内容から更に延びることはあり得るとの回答もあった。

時間 調整力提供者

1時間～2時間 2社

2時間～3時間 2社

3時間～4時間 1社

4時間～5時間 3社

5時間～6時間 2社

【週間から前々日に変更した場合】 【週間から前日に変更した場合】

時間 調整力提供者

1時間～2時間 1社

2時間～3時間 5社

3時間～4時間 1社

4時間～5時間 2社

5時間～6時間 0社

【その他意見】
・需給バランスの作成から開始する必要があり、
前日化より時間を要する

【その他意見】
・SP市場向けの需給バランスの見直しのみのため、
前々日化よりは短い時間で実施可能

・一次～二次②の追加により更に延びる可能性もある

※未回答項目のある調整力提供者がいるため、合計は一致しない。



23Ⅳ．業務量（算定に要する時間）について（２／２）

◼ また、当日のタイムスケジュールを考慮した場合、前日取引の場合、スポット市場の約定結果が出てから入札までは
3.5時間程度となる。

◼ 今回のアンケート結果によると、過半数の調整力提供者がこれに対応できる一方で、一部の調整力提供者からは
対応できないと回答があった。

◼ また、一次～二次②が追加されることで対応時間が更に伸びる可能性もあるとの意見もあったことから、これらの点に
ついては更なる深掘りが必要なため、ヒアリング等を行い、より詳細な状況把握を行っていくこととしたい。

前々日
前日

AM PM

前日
スケジュール

案

前々日
スケジュール

案

16時 6時 10時 12時 14時 17時

時間前
市場開場

BG計画
提出

FIT
2回目通知

FIT
1回目通知

SP市場
入札〆

16時 6時 10時 12時 14時 17時

時間前
市場開場

BG計画
提出

FIT
2回目通知

FIT
1回目通知

SP市場
入札〆

入札〆

15時

3.5時間程度

入札〆

この間で
取引・約定
処理

この間で
取引・約定
処理

SP市場
約定

SP市場
約定



24（参考）第35回本小委員会（2023年1月24日） ～取引スケジュールの変更～

出所）第35回需給調整市場検討小委員会（2023年1月24日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_35_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_35_haifu.html


25Ⅴ．三次②との振り分け入札について

◼ 前日取引とした場合、三次②と同じタイミングで一次～三次①も入札する必要がある。

◼ 三次②と一次～三次①については、対応する誤差の時間軸が異なることから、不等時性を考慮した複合商品という
考え方が取り得なく（同時に募集することができず）、応札量を振り分けた上での入札が必要となる。こうした入札が
可能かどうかを確認したところ、過半数の調整力提供者は可能との回答があった一方、不可能との回答もあった。

◼ また、振り分けた入札が可能であったとしても、収益性やアセスメント順守の容易さから、片方の商品にのみ入札する
といった回答も見られた。

◼ この点、収益性の観点からは、本来的には売れ残りが発生しないように振り分けを行うことが、経済合理的な行動で
あると考えられるところ。

◼ また、アセスメント順守の観点からは、対象となる電源は、複数の商品要件を満たす機能を有しており、大宗が余力
活用を行う電源とも考えられるため、振り分け入札の有無に関わらず、複合商品のアセスメントの適用対象となり、
振り分け入札によるアセスメント順守の容易性は変わらないとも考えられる。

◼ このため、対応不可との回答があった調整力提供者に対しては、今後ヒアリング等を行い、より詳細な状況把握を
行っていくこととしたい。

時間 調整力提供者

可能 8社

不可能 4社

【一次~三次①と三次②の同時入札】

【その他意見】
・振り分けた入札が可能であっても、収益性やアセスメント
順守の容易さから片方の商品に入札する

※未回答項目のある調整力提供者がいるため、合計は一致しない。



26（参考）第35回本小委員会（2023年1月24日） ～取引スケジュールの変更～

出所）第35回需給調整市場検討小委員会（2023年1月24日）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_35_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_35_haifu.html


27（参考）アセスメントⅡの実施方法

出所）第36回需給調整市場検討小委員会（2023年3月2日）資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_36_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_36_haifu.html


28取引会員へのアンケート結果（まとめ）

◼ アンケート結果によると、「需給変動リスクの低減」と「応札価格の適正化」については前日化の方が効果的であること
が分かった一方、「業務量」、「システム面」や「振り分け入札の可否」については、より詳細な状況把握が必要となる。

◼ このため、「取引スケジュール変更」については、まずは2026年度に前日取引化を実現することを目指し、引き続き、
今回のアンケート結果をもとにしたヒアリング等により、詳細な状況の把握を行うとともに、国と連携して検討を行って
いくこととしたい。

◼ また、一般送配電事業者においても、前日化を実現する上での実務的な検討を引き続き行っていくこととしたい。

項目 アンケート結果からの考察

需給変動リスク 前日化の方がリスク低減効果は大きいと考えられる

応札価格の適正化 前日化の方がより適正化は図られると考えられる

対応可能となる時期
（システム面）

（調整力提供者）2026年度途中から可能
（TSO）2026年度はじめから対応可能となる見込み

ヒアリング等により、詳細な状況把握
を行い、国と連携し引き続き検討業務面

前々日化 入札〆切時間を時間外に設定する必要あり

前日化 一部の調整力提供者が応札に間に合わない可能性あり

振り分け入札の可否 一部の調整力提供者が対応不可



29
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30（論点②）TSOのシステム改修の優先順位について

◼ 現在、需給調整市場に係るシステム（主にMMS）改修に関しては、2024年度からの全商品取引開始に向けた
改修や三次②ルール見直しに伴う改修等（以下、既存案件）が既に決まっているところ。

◼ このため、追加となる案件に関するシステム改修の検討にあたっては、同時並行で改修できる案件数や、既存案件を
どうするか（延期等）も含めて検討を行う必要がある。

システム改修が必要な案件
導入目標
時期※1 期待される効果

既
存
案
件

複合約定ロジック※2 2024年度 ・2024年度からの複合商品導入へ向けた対応

ブロック時間30分化
（三次②）

2025年度
・需給バランス算定粒度（30分コマ単位）との一致による応札量増加
・ブロックの細分化（30分コマ単位）による必要量減少

三次②応動時間見直し 2025年度 ・応動時間を45分から60分へ変更することによる応札量の増加

最低入札量見直し 2024年度 ・最低入札量の引き下げによる応札量の増加

ネガポジ単体リソースの参入 2023年度※3 ・参入リソースの拡大による応札量の増加

追
加
案
件

取引スケジュール変更 未定 ・需給変動等のリスク低減による応札量増加

連系線利用枠拡大 未定 ・広域調達の促進による、応札不足の低減

ブロック時間30分化
（一次～三次①）

未定
・需給バランス算定粒度（30分コマ単位）との一致による応札量増加
・ブロックの細分化（30分コマ単位）による必要量減少

機器個別・低圧アグリ 未定 ・機器個別計測の導入による参入リソースの増加

※1 本小員会にて導入が決定した時期 ※2 一次～二次②市場システム含む ※3 出力変化量指令は2024年度から



31TSOのシステム改修における制約事項

◼ 2024年度からの全商品取引開始に向けた複合約定ロジックの開発については必須であり、現在、ベンダ側を含め
総力を挙げて対応を行っていることから、これに影響がある案件については2024年度以降の対応となる。

◼ このため、複合約定ロジックの開発への影響の有無に分ける必要があるところ。この点、既に改修に着手済み（又は
準備完了）の案件については、複合約定ロジックとは別システム又は開発人員・工程が重複しない等の理由から、
複合約定ロジックの開発に影響を与えず、並行して改修が可能となる。

◼ また、同一年度に同時に改修可能な案件数については、既存案件や三次②ルール見直しでの検討を参考にすると、
現実的に可能と考えられるのは3件程度（標準工期2年）となる。

システム改修が必要な案件 導入目標時期
※1 改修期間 備考

複合約定ロジック
に影響あり

複合約定ロジック※2 2024年度 ー 2024年度からの運開が必須

取引スケジュール変更 未定 2年

2024年度以降の改修
ブロック時間30分化（一次～三次①） 未定 2年

連系線利用枠拡大 未定 2年

機器個別・低圧アグリ 未定 2年※3

複合約定ロジック
に影響なし

ブロック時間30分化（三次②） 2025年度 2年

既に着手済み（または準備完了）
の案件は、複合約定ロジックに影響を
与えずに並行して実施が可能

三次②応動時間見直し 2025年度 2年

最低入札量見直し 2024年度 1年

ネガポジ単体リソースの参入 2023年度※4 1年

※1 本小員会にて導入が決定した時期 ※2 一次～二次②市場システム含む。 斜字：要件定義が未完了のため、2年と想定
また、広域システム側での対応も必要※3 高圧機器点・低圧受電点のみ、また、今後の詳細な業務フロー設計等を踏まえ

必要なシステム改修期間が2年より長くなる可能性もある。
※4 出力変化量指令は2024年度から



32（参考）三次②ルール見直し時の検討

出所）第26回需給調整市場検討小委員会（ 2021年11月2日）資料4
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_26_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_26_haifu.html


33TSOのシステム改修スケジュール

年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度

複合約定
影響なし

複合約定
影響あり

・複合約定ロジック

・三次②ブロック時間30分化
・三次②応動時間見直し（60分）

・最低入札量変更

①取引スケジュール変更

②一次~三次①ブロック時間30分化

④連系線利用枠拡大

③機器個別・低圧アグリ※広域機関システムを改修する
方法も選択肢として考えられる

案件が輻輳

2023年度から
着手可能

※ 高圧機器点・低圧受電点のみ、また、今後の詳細な業務フロー設計等を踏まえ、必要なシステム改修期間が2年より長くなる可能性もある。

・ネガポジ

◼ 前述の制約事項を踏まえると、複合約定ロジックに影響がない項目については、当初予定どおり、最短での運開を
目指すこととなる一方で、複合約定に影響がある項目については、2024年度以降に案件が輻輳しており（下表の
①～④）、これに伴う対応方法を考える必要がある。

◼ この点、「④連系線利用枠の拡大」については、MMSと広域機関システムが相互にデータ連携しながら処理を行って
いることから、広域機関システム側を改修する方法も選択肢として考えられるところ。

◼ これらを踏まえた場合、早期実現の観点からは「④連系線利用枠拡大」については広域機関システム側で、①～③
についてはMMS側で実施することで、①～④全てを最短2026年度から実施可能とすることも考えられるため、その
実現可否については、引き続き深掘り検討を行うこととしたい。



34（参考）連系線利用枠の拡大について（システム面）

◼ 想定潮流を設定し、連系線利用枠を拡大する場合、実際の約定処理においては、MMS側と広域機関システム側
において、連系線利用枠やΔkW約定量といったデータを相互に連携しながら処理を行うこととなる。

◼ このため、新たに追加される処理についてはMMS側のみならず、広域機関システム側を改修することも選択肢として
考えられるところ。

順

逆

運用容量
（順）

運用容量
（逆）

想定潮流

連系線
利用枠

（従来）

ΔkW
約定量連系線

利用枠
（新）

想定潮流を設定※1

（MMSまたは広域）

ΔkW
マージン

（登録）

取引前
（広域）

連系線
利用枠

（従来）

約定処理
（MMS）

ΔkWマージン登録
（広域）

ΔkWマージン量を調整※2

（MMSまたは広域）

ΔkW
マージン

（調整）

※2 従来の連系線利枠
が上限となるように調整

※1 想定潮流を設定し、
利用枠を拡大

赤字 新たに必要となるデータと処理

【データ連携イメージ】



35（参考）連系線利用枠の拡大について

出所）第34回需給調整市場検討小委員会（2022年12月14日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_34_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_34_haifu.html


36（参考）機器個別計測の適用開始時期について

出所）第6回次世代の分散型電力システムに関する検討会（2023年3月8日）資料4をもとに作成
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/jisedai_bunsan/pdf/006_04_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/jisedai_bunsan/pdf/006_04_00.pdf


37（参考）低圧アグリに対応したシステム改修について

出所）第6回次世代の分散型電力システムに関する検討会（2023年3月8日）資料4をもとに作成
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/jisedai_bunsan/pdf/006_04_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/jisedai_bunsan/pdf/006_04_00.pdf
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39応札不足に関する全体スケジュール

◼ 前述のシステム改修スケジュールを踏まえ、現在取り組んでいる応札不足対応に関する全体スケジュールをまとめると
下表のとおりとなる。

◼ 一般送配電事業者によるシステム改修が必要な案件については、引き続き検討を行い、可能な限り、所要期間の
短縮を目指すこととしたい。

応札不足対応 導入目標時期

市場競争環境の
改善

取引スケジュール変更 2026年度※1

連系線利用枠拡大 2026年度

商品
要件
緩和

アセスメント・ペナルティの見直し 2024年度※2

最低入札量見直し 2024年度

三次②応動時間見直し 2025年度

ネガポジ単体リソースの参入 2023年度※3

機器個別・低圧アグリ 2026年度※4

調整力の
効率的な調達

複合約定ロジック※5 2024年度

調整力必要量の在り方 2023年度期中

ブロック時間30分化（三次②） 2025年度

ブロック時間30分化（一次～三次①） 2026年度

※5 一次～二次②市場システム含む。

※2 取引規程等の改定後に実施※1 ヒアリング等により、詳細な状況把握を行い、国と連携し引き続き検討 ※3 出力変化量指令は2024年度から

※4 高圧機器点・低圧受電点のみ、また、今後の詳細な業務フロー設計等を踏まえ、必要なシステム改修期間が2年より長くなる可能性もある。

斜字 広域システム側での対応等、2026年度から実現可能かについて引き続き深掘り検討を行う



40

1. 応札不足への取り組みについて

2. 取引スケジュール変更について

3. システム改修スケジュールについて

4. 全体スケジュールについて

5. まとめ

目次



41まとめ

応札不足対応 導入目標時期

市場競争環境の
改善

取引スケジュール変更 2026年度※1

連系線利用枠拡大 2026年度

商品
要件
緩和

アセスメント・ペナルティの見直し 2024年度※2

最低入札量見直し 2024年度

三次②応動時間見直し 2025年度

ネガポジ単体リソースの参入 2023年度※3

機器個別・低圧アグリ 2026年度※4

調整力の
効率的な調達

複合約定ロジック※5 2024年度

調整力必要量の在り方 2023年度期中

ブロック時間30分化（三次②） 2025年度

ブロック時間30分化（一次～三次①） 2026年度

※5 一次～二次②市場システム含む

※2 取引規程等の改定後に実施※1 ヒアリング等により、詳細な状況把握を行い、国と連携し引き続き検討 ※3 出力変化量指令は2024年度から
※4 高圧機器点・低圧受電点のみ、また、今後の詳細な業務フロー設計等を踏まえ、必要な

システム改修期間が2年より長くなる可能性もある。

＜取引スケジュールの変更＞

✓ 2026年度に前日取引化を実現することを目指し、引き続き詳細な状況の把握を行うとともに、国と連携して
検討を行っていくこととしたい

✓ 一般送配電事業者においても、前日化を実現する上での実務的な検討を引き続き行っていくこととしたい

＜応札不足に関する全体スケジュール＞
✓ 複合約定に影響ある項目について、早期実現の観点から「連系線利用枠拡大」については広域機関システム

側、これ以外をMMS側で実施することで、項目全て最短2026年度から実施可能とすることも考えられるため、
その実現可否については、引き続き深掘り検討（上記も踏まえた、全体スケジュールについては下表のとおり）

斜字 広域システム側での対応等、引き続き深掘り検討を行う


